
東日本大震災特別論文集 No.1, 2012. 8 

 

 １ 

 

被災地生活支援のための循環型非常食の考案と実例紹介 
INTRODUCTION OF RECYCLING-ORIENTED EMERGENCY FOODS TO 

SUPPORT STRICKEN DISTRICTS 

 

守 茂昭
1
 

Shigeaki Mori
1
  

 
1 財団法人 都市防災研究所、東京駅周辺防災隣組 

     Urban Deseaster Research Institute,  Tokyo Central Commuters Corps,  

 

 

１．背景 

(1) 宙に浮きかねない非常食の存在 

最近起きた自然災害で、非常食が喉を通らなくて食べ

ていられない、という被災者のコメントをご存知の方も

多いと思う。2)3) 4)5)6) 

非常食ストックの意味が問い直されるコメントである

が、まず、食品としての非常食が、現状、どんな扱いを

受けているものか、改めてレビューしてみる必要がある。 

 

(2) 馴染みの薄い食品としての非常食 

非常食に対して消費者が抵抗を感じる原因のひとつに、

日頃食べていない食品であるという問題がある。 

備蓄する人と食する人が一致していないため、阪神淡

路大震災の経験によると、要援護の人が必要とするよう

な食事が届かず、食事を最も必要とする人が食べる事が

できない状況があった。 

 また、活動内容によっても欲するものが違うというこ

とがある。消火活動に従事する消防士さんは、まず”水

分”が欲しい。おそばやお粥のような食事をとりたい。

行方不明者の捜索に携わる方は肉を食べにくく、逆に屋

外で力仕事をする人は肉を食べたい、など、同じ被災地

の活動でも内容により希望する食事も異なってくる。

（Ｈ株式会社、Ｂ氏談） 
 

 (3) 賞味期限後の非常食の処理 

非常食に対する消費者側の最近の動向として、防災訓

練や地域安全学会発表会場でアンケートをとると賞味期

限後の非常食について図１のような傾向がみられる。 

そこでは、破棄、配布が圧倒的に多いことが伺える。

「４．その他」を選択した人の多くは、自由記載欄を見

ると、自分で食する場合が多いので、非常食の自己消費

努力をしている人はおおよそ全体の１／３といえる。た

だし、回答した人々は、防災イベントに参加している

人々であり、防災に関心が高い方々といえるので、防災

に興味を持っている人でも非常食の自己消化努力は１／

３程度という言い方が適当であろう。 

 

(4)破棄される非常食 

非常食の多くは賞味期限５年の食品であり、従って、

毎年５分の一は破棄することになる。十数万食をストッ

クしていれば破棄とそれに見合う新規購入に要する費用

は、 2000 万円～ 3000 万円であるが、これだけの費用が

非常食の維持費として消えていくことになる。もしこの

とき破棄する非常食が、喉を通りにくいものであれば、

多くは捨てられることになる。 

 

 

 

１．破棄している  ２．家族や社員へ配布している 

３．防災の日などの訓練日に試食体験で使用している 

４．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 賞味期限の切れた非常食の扱い（一般市民版、

杉並区防災訓練会場、地域安全学会論文発表会会場アン

ケートより、標本数Ｎ＝71） 

 

さらにそれに加えて、被災時も非常食が食べられない、

という被災者のコメントが真実に近いとすれば、毎年５

分の一を買い替える維持費用は、平常時にも非常時にも

役立つことがない出費になっている、といえる。 

 

２．循環する非常食の登場 

これらの点に鑑み、もし非常食が十分においしく、賞

味期限が近づいても、必ず引き取り手が現われるとした

ら、破棄を心配することなく、多めの非常食をストック

できるようになる。これが循環する非常食が提案された

背景であるが 6)、その提案は必ずしも新しい話ではなく、

今日のような特殊な保存食が作れなかった時代にあって

は、当然のように行われていた話である。それは乾物の

ように日持ちのする普通食を非常用にストックする、と

いう昔の生活感覚を再現することともいえる。 

（１）おいしい非常食の作成努力 

非常食の柔軟性の無さを打破しようとする食品メーカ

ーの努力がいくつかあり、詳細は、参考文献 6)に記され

ているが概ねの傾向として、「高価」になるか「賞味期

限が短くなる」か、である。 

 

（２）循環する非常食の作成努力 

右記の写真は、㈱Ｐの作成した缶詰パンであるが、こ

の食品の特徴は、賞味期限（３年間）の切れる１年前に

メーカーが製品を下取りし（１缶 100 円）、世界の飢餓
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地域に流通させる仕組みを確立させており、「破棄」と

いう事態に

至る前に、

商品を消費

させるサイ

クルを確立

している点

である 6)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ リサイクル可能なパンの缶詰 

 

さらに最近の企業努力として、納品した非常食の賞味

期限の管理（賞味期限について１年前、半年前、３ケ月

前に３回通知をする）と回収破棄機能を持つという仕組

みを実践する企業（Ｏ社、Ｍ社）、購入したアルファ米

を社員食堂で提供するＮ社、私立中学で生徒の入学時に

購入し卒業時に賞味期限を２年残した状態で渡す例、と

いった、納品業・消費側の双方の努力も始まっている。 

 

３．東日本大震災被災地から「循環する非常食」

を生みだす試みについて 

 
岩手県に本社を置く、I 株式会社では、三陸の季節産

品である水産物の在庫を、適切に捌く方法として、自社

の産品を循環型非常食として流通させる検討を始めてい

る。この試みが成就した場合、大量の水揚げがあった場

合に、しばし破棄の憂き目にあう水産物を、缶詰等でス

トックした後、効率よく消費者の手に渡らせる、流通の

新しい方法論として利用できる。 

2003 年の統計（漁業センサス）によれば岩手県では平

成 14 年度で 186,169 トンの水揚げがあるが、それに対し

て 133,654 トン（約 70％）の水産物加工生産がある。差

し引きすれば同年においては 30％が、鮮魚消費もしく

は破棄に廻った勘定になる。全国統計では、この年、水

揚げ高に対し 28％程度の鮮魚消費が為されているので、

差し引き２％程度（約 4,000 トン弱）が岩手県では破棄

されたと推計される。 

消費されずに破棄に廻る水産物の量は、年々の水揚げ

によっても変わるが、大量に水揚げがあった年の余剰水

産物が、非常食として数年間に亘って、適切に消費され

るのであれば、生産効率の意味で好ましいものである。

I 株式会社の試みが軌道に乗

るものであれば、非常食の分

野においても、被災地の生産

復興の面においても、ひとつ

のニュースとなるといえる。 

 

４．循環する「防災経

済」と水産物市場の関係に

ついて 

 
参考文献 6)において述べられているように、防災関連

ビジネスの経営の難しさは、需給バランスの変化の極端

な激しさに起因している。 

 

 

 

図４ 家具転倒防止金具仕入量の変化（山梨大学 片

谷教孝教授（現、桜美林大学））1) 

 

このグラフでは、阪神・淡路大震災の記念日と関東大

震災の起きた防災の日に、家具転倒防止金具の売れ行き

が極端に偏ることを一目瞭全に見て取ることができる。 

この熱しやすく醒めやすい需給変化は、水産物の水揚

げ量の大きな変化と、一部の面で符号するものがある。

前者は消費の側の需要変化であり、後者は生産者の側の

供給の変化であるが、どちらも制御しがたい激しい変化

を持つ。両者の変動を、上手に吸収する方法があるので

あれば、防災の面でも水産物流通の面でも画期的なこと

といえる。 

循環型非常食の考え方は、需給変化の激しい産品のす

べてについて、流通面でのアイデアを与えるものである。

非常食の抱える在庫管理の問題を解決すると同時に、流

通に乗せにくい食料品の新しい販路も期待したいもので

ある。 

 

５．「防災経済」と「余剰生産物」の相性につい

て 

 
東日本大震災が契機で、余剰生産物を循環型非常食へ

転用させることへの試みをすることになったが、この考

え方は、「余った食糧を貯える」意味で流通の未発達な

原始社会では普通に行っていた消費生活であった。 

余剰生産物に対する原始時代のこの消費感覚を、大規

模流通の時代、また、大規模被災対応の時代に実現させ

るのが、今回の試みであったといえる。 

その意味で、この仕組みに使用する食材は、必ずしも

被災地の産品である必要もなく、あらゆる余剰食糧につ

いて、活用が検討されてかまわない性格を持つ。 

大規模生産・大規模流通の技術は、ともすると「もっ

たいない」という消費感覚を麻痺させてきた。大規模生

産・大規模流通の下にあっても無駄を起こさない知恵、

消費生活と流通生活に静かな革命を起こす努力を東日本

大震災を機会にコツコツと進めてみたいものである。 
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